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はじめに
i イギリス怒j去の f変<g:Jと法律波紋による二つの講演
(1) Stcvn議淡?民主i1i1J， ;去の支配および裁判官の役，~1JJ (2006年)
(2) Bingham講演目去の支配と隠会主権J(200i {ì~) 
2 イギワス?ぷ;去の行方 「政治的慾法から法的慾法へJ
はじめに
イギリスにおける 1998年人権法 (Hum‘H1Rights Act 1998)は「ブレア
改革jの重要な成果の一つであるが，それが新たな権利章典であるとすれ
ば，その制定に至るまでには前史があり，また，部定後の今日，重要な成果
とされているのにもかかわらず政治的には 1ヲ98年人権法の故霞づけはなお
安定していないc すなわち，新権利章典制定化 (enactinga new Bil of Rights) 
の議論は，較にその進展度合いに即して時期区分をするとしたら，三三期にわ
たって援罷されてきた。第一期は，イギリスの政治的・経済的構造の「変
容j と並んで f統治;構造J(constitution) (以下，主昔、法という。)の「変容Jが論
じられるようになった 1970年代の初めの時期に八.Lester (DemoC1日cyωu!11-
dI1'iduol Rights， Fahian Truct， 010.390， 1968.)およびとりわけし Scarman(どl1g1ish
Low一泊lVDil1lCIlSiol， Stevens， 19i4.)によって行われた開題提起に始まり，政
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治的にはリベラノレ・ "tl道に属する者によって提出された法案をめぐって国会
において，あるいは民間諸国体によってi司会外において，さらにとくに
1988年 f憲章88(Charter 88) Jの出現以降は「憲法改革jの重要項目の佼i還
をァ占める問題として盛んに議論が行われた比較的長期にわたる時期であ
る九第ニ期は，それまで憲法問題自体に無関心であり，新権制章典制定に
ついても無関心あるいは反対の立場をとっていた労働党が政策転換を行い
「ニュー・レイパーj として政権に復帰し，ただちに 1998年人権;去を総定す
るに至った時期で、ある。そして，第三期は， 1998年人権法が新しい権利章
典として制定されたと一般に位置づけられ評されているにもかかわらず，そ
れをナ廃止しあるいはそれとは別にさらに新たな権利章典を制定する主張が行
われている現時点である。
小稿は，上の第三期において行われているさらなる新たな権利章典の制定
をめぐる議論の一端をすでに別稿で、扱ったのをふまえて2)，新たな権利章典
制定f七論それ自体ではなしそれを含めてイギリスにおいて進行中の「憲法
改革jあるいは「窓法改革j論議との関連で重要と忠、われる論点についてい
くらかの整理をすることをごさしあたりの自的としている c
なお，上の三期]を通して，二大政党が激しく対立していた初期の時代状況
はその後大きく変化し，今日，新自由主義やグローパリズムの展開あるいは
それに伴う社会民主主義の衰退というようなことが新たな権利章典制定化論
議だけでなく 「憲法改革j論議全体に影響を与えているように思われ，また
第三期の議論は多文化社会化などをケはじめとした影響および， とりわけいわ
ゆる i9・1lJ (2001 年ヲ月 11日)の影響を強〈受けているということが注目さ
れる c さらに，今自の f憲法改革jは，その直接の推進力が政策転換をして
「ニュー・レーパ-Jと称された労働党という致治的要素にあることから「ブ
レア憲法改革jあるいはそれに続くものとして「ブラワン憲法改革jなどと
呼ばれるが3)， それに限らずそれとは別倒のコモン・ローの陵部(コモン・
口一・ラデイカリズム [col1lmonlaw radicalismJなどとi呼ばれることがある。)オゴよひ、
いわばニつのヨーロッパ (Eじおよびヨーロッパ人権条約〔以ド‘ ECHRとし、うとJ)
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という要素を無視あるいは軽視することはできないという特徴をもっ
ている
1 イギリス憲法の f変容j と
法律貴族によるこつの講演
今日の新たな権利章典制定位論議だけでなく， 論議全体に関
速する重要な論点を概観するという小稿の目的からして，イギリスにおいて
しばしば言及される，元法部貴族(lawlord C資族波紋判官J)Lord Stevnの f民
主制， 1，去の支配および裁判官の役割jと題する議議(以下， StC¥'ll講演というっ)，
および法律貴族LordBinghamの I?去の支配と国会主権j と題する講演{以
f， Bingham議淡という。)が注目される。これらこつの諮演において小稿で、概
したい;軍要な論点が提示されているからである。 以下，二つの講演につい
て最小限のコメントを付しつつみていくことにする 3
(1) Steyn諮演「民主制， i:去の支配および
裁判宮の役割J(2006年)5) 
近年のイギリスにおいて， とくにサッチャ一保守党政権以降，保守党・労
働党の政権はし、ずれも庶民税において臣割的多数の議席~有していた(政権
党とそれ以外の諸政党との議席ふ保守党政権下におし、て‘ iヲ?守{jE.s議1If;， 1983今2
144議席， 1987 {lo 102議席，労働党政権下におし、て， 1997年 179議It8，2001 {手 167議席，
2005年66~議席であった)σSteyn 講演は， このような多数によって支えられた
政府の権限は， I器i家の事務および人びとの生活にとって巨大なものであ
るj ことを指識し， これは，かつて 1970年代後半に Hailshamが{選挙独
(electi¥'e dictatorship) Jと呼んだところに{fuならないとする。
今日，さまざまな説点から問題とされる「ウエストミンスター・モデルjで
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あるが，これをイギリス民主制の理念を示すものとし，それに対してその現
実を示すものとして「選挙独裁」喜子用いるという用語法によると， とのよう
に任倒的な多数支配の現実はまさに「選挙独裁Jであるということになる。
すなわち，理論的に絶対的である国会主権喜子基礎に，盟会至高'Ij:は実際には
庶民i涜至高性となっており，その庶民読の多数派は FPTP(First past the post) 
システムと呼ばれる選挙制度営通して時として圧能的な多数派として政権党
となり，政府権患は増大しており，その実際の権限は庶民院，庶民院の政府
サイド，政府サイドの内閣，内閣の中の首相サイドへと集中していくことで
抑制と均衡が実効性を減衰させている現実は f選挙独裁j と呼ばれるもので
ある(ただし実際{こは選挙民の過半数にさえ程遠い支持基践しかない f少数派j支配
であるにもかかわらず， FPTPシステムによって作りおされたという意味で仮椴の f多数
派J支配であることにj主主主が必要である。)6)c 
元来日ailshamの f選挙独裁j論は，ニ大政党の対立が激しかった 1ヲiO
年代当時の労鴎党批判として展開されたものであるが，その後の「憲法改
革」論議の共通の前提となり，従来の「憲法改革j論は， この一般化された
「選挙独裁jへの対応として展開されたということもできる。したがって，
この抽象化された文紙における「憲法改革j論において中心的位霞を占めた
のは，一方で， r選挙独裁j念可能にする現行選挙制度の改革論すなわち何
らかの形式での比例代表制への移行の主張であり，他方で，国会主高性を法
的に制約する成文憲法典制定化の提起であっ
以上のような状況との関連で， Stevn諮演が近年のイギリスにおける動向
としてとくに注目するのは，裁判官の役割の変化ということであり，その要
国としてあげるのは，第一に， Eじの構成国であること，第二に， 1998年人
権法制定，第三{こ， r選挙独裁Jが常態化する中でのイギリス民主制に対す
る不満の増大，そして第間に，進行する多文化社会化の中での少数派の権利
保護の必要性である c Stevn講諒は，より一般的には，個人の権利保護の必
要性の増大ということであり，その場合，公衆は，権利保護を閤会にではな
く裁判官に期待するようになりつつあるとする。そして，裁判官は，政府に
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対抗する個人にとって必婆な場合には，立ち上がることが告らの f民主的か
っ憲法的な義務jであるということを今まで以上に受け入れるようになって
いる。 r庶民院を支記する明らかに全能な執行府による権設のわが物北 (ar(ト
gation)が;増大すればするほど，裁判官が法の支配 (n山礼恥e0ぱf1<1¥お、川、
ンセンテイブブ、および必要性は大fきFくなるJム， とする令
こうして， Steyn講演は，嗣人の権利保護に対する期待， r選挙独裁j と
呼ばれる民主制の現実に対する不満の増大が， r法の支富むを?譲設する裁判
官の役割を増大させるというのである。
かくして，今日のイギリスにおいて， rクエストミンスター・モデノレj と呼
ばれるイギリス弐主制の現実があらためで問題となっており，その対応の方
舟j主の有力な…つが「法の支配Jの擁護令根拠に裁判官の役割!の増大を志向
することから，それとの関連で再び民主制のあり方が陪題となるという状況
がイギリス的文!誌において出現しており，それが Steyn講演のテーマ「民主
制， r:去の支配および裁判官の役割j となっている約。
いて， Steyn講演は，以上のような展開のいくつかの要素を指摘する
が，第一は， r法の支配j との関係で‘の権力分立原理の問題である。
イギリス憲法における権力分立原理の設置づけについては，従来 f比較的
{こ弱い原理jであるなどとされてとり上げられること自体少なかったが，近
i時，重要な問題となっている的。 Stevn講演は，立法部と執行部の掲の権力
分立については従来と変わらない現状であるが， r一方での立法部・執行
部，他方での可法部との間の権力分立は，大いに強fとされているj として，
Anderson事件に隠する貴族院判決を引証する 10)合そして，本判決におい
て，貴族i淀は， 1998年人権法の下では，殺人罪で有罪とされた白人の
刑椙場J(tariff)を決める内務大臣の伝統的権限はもはや受け入れられない
としたが，その際理論的根拠とされたのはその内務大患の権限は f法の支
に反するということであったとする川c
そして， Ste)'n講演は， rわが憲法の下で，可法部の独立性全保護する権
力分立は，今や完全なものであり実i器にそうであるj として， rこの憲法上
2守
の臨海は，執行部と司法部の揮の摩擦を除去するために存在するのではな
し恋意的な執行権の勃興を訪止するというまさにこの目的のためにのみ存
在するj という。そして，この展開は， I?去の支配J(こ基づいて定着させら
れたとする c しかしながら，国務大臣は，司法部との関係に影響を与える限
札権力分立原理を必ずしも理解していないとして，当時の内務大臣が雑誌
とのインタビューにおいて， ヒ級司法部と執行部との開の対話が重要なのに
それができないことに苛立っている旨述べたというエピソードに触れ，内務
大臣は， I法律貴族と閣僚は同じ鰐にはいないということを理解し損ねてい
るJと批?持する。
ーは，国会至高性との関係での f法の支配jの問題である c
Stevn講演は， i法の支配jは， A. V. Dicevによって定式化されて以来，
イギリスの憲法的思考において広範な役割を演じてきたが，近時まで，
会至高性が，究極的には常に;去の支配に勝るj とされてきたことを指摘す
る。引去の支配j と調会主権の関係は，長年にわたる論争的問題であった
が，実際じとくに 1990年代以降，司法審査 (judicialrevie".)の範潤が拡大
されるにつれ， I?去の支配jはますます大きな役割を来たすようになってき
た I?去の支配Jは，元米は手続的公正念保障することに限定されていた
が，次第に実質的内察合箆得してきたのであり，広i人が弁護士にアクセスす
るのを時務所長が拒絶した事fLf二において， I正義へのアクセス(日じじeS5to JUト
tice) J -a:'支持する判決の基礎になったとする
こうして， Stevn講演は，日立n寺まで， ~去の支記がi芸会の明示的立法
越することは決してできないと広〈信じられてきたc さらに， i，去の支配は，
権利に基づく民主制 Crights-baseddemocracy)のすべての要素をカヴァーする
ことはないと考えられたj としたとで，一級的にはなおそうなのであるが，
1)品去数年における貴族統の一連の判決が， ?去の支記に新たな命を吹き込ん
だJとするのである。そして，いくつかの寅族院判決を引証するが，その中
{こ Belmarsh事作二およびJackson事件に関する貴族i法判決が含まれている
Belmarsh に関する貴族院判決12)は， 8対 iの多数で，テロリズム{こ
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関わったという疑いに基づいて， (自国民ではなく)外留籍者を無期限に拘
禁することは ECHR違反であるとしたが， Lord Binghamが 1998:f:j三人権j去
の下での裁判官のf史認を論じ， ECHRの要求に反する政府の行為をテスト
する過程，で，次のように述べたことを引読する。
f荘、は， とくに法務稔裁が民主的諮部度と裁特所との!習を区別することは
認められないの確かに，いうまでもなくこの国の裁判官は， されていな
いし，協会に対して責任を金ってもいない。また，……密会，執行部および
裁判所が異なる機能を持っているということももちろん確かであるc しか
し，i去の解釈・適用という資配営委ねられた独立の裁判官の機能は，現代民
主主義~家の非常に重要な特徴，すなわち法の支配それ自体の礎であると普
遍的に認められている c 法務総裁は，司法権限の制約を主張する資格~与え
られているが，司法的政策決定を侍らかの方法で非民主的であるとの焔r:rJ~
押し非難することは誤りであるム国会は， r公の Cpublic之luthorities)の
行為が ECHRJ二のt1塁手iJと一致しないi易合に「違法J(unlawful)とするために
1998年人権法6条(はそのまi局抗 ECHR.I二の権利と一致しない方法で行為すること
は途法である」と絞iEする)を立法し， I可法2条において裁判所が関連のストラ
スプ/レクの判例を「考語、するj ょう要求し，罰法3条において，裁判所が
f可能な限りJECHR上の権利に効果全与えるよう要求するなどしている。
「この効果は， もちろん国会における女王の主権的立法撞合認すことはな
い。というのは，もし第一次的立法は ECHR上の権利と不一致であると
されてもその立法の効力に影響はなく (4条6項)，救済は民会に賞在~
負う適切な大尽に存する(10条)からであるJor1998年人権法は，裁判所
にきわめて明確な，まったく民主的なマンデートを与えているJ13)， と。
そして， Steyn講誌は， r本判決は，わが民主舗のまさに核心をついてい
る。それは，わが憲法システムを法の支配の上に定着させる c イギリスは，
立主主国家 (constitutionalstatりになったj と評する。
いて， Jackson事件に関する賞族院判決14)であるが，本件は，猟犬を用
いてほとんどの野生捕手L動物の狩りをすることを犯罪とする 2004年狩猟法
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(Hunti時八ct2004)の効力に対する異議中立てに関するものである c すなわ
ち， 2004年狩猟法は，支族i誌の同意なしに制定されたのであり，その際，
政府は， 19日年および 1949年間会法 (ParliamentActs 1911-194ヲ)に依拠し
た。 194守年盟会法は，一定の場合に，貴族院の同意がなくても盟会制定法
が成立する手続を定めているからである。そこで， 1949年国会法は無効で
あるという理由に基づいて， 2004年狩猟法の効力に異議申立てが行われた
のである。 したがって，本件における主要な争点は，二つの国会合計j定法の効
力いかんということであった。
Stevn講演は，@:観 (instinct)では，この留においては非民主的立法 (undemo時
cratic legislation)は考えられないということかもしれないとしつつ， rまった
く抑圧的な立法 (oppressivelegislation) Jの近年の一例として の場合以外
に実質的には通常裁判所の管轄権を制限しようとする規定などを有する
2004年亡命および移民法(八幻'lumand [mmigration [Treatment of Claimants 1 Act) 
をあげる そして， こうした文脈において Jackson事件に関する貴族院判
決における強力な傍論 (obiterdicta)は読まれなければならないとした上で，
とくに重要なものとして開会主権に批判的な LordHopeの次の傍論を引註
する。
fわが憲法は，話i会主権:によって支配されている。しかし，国会主権は，
かつてそうであったとしても， もはや絶対的ではないc …ーその立法する自
由は，たとえいかなる制約であっても認められないということは， もはや正
しくない。一歩一歩，徐々にしかし確実に， Diceyが Cokeおよび Black-
stoneから受け継いだ国会の絶対的な立法至高性というイギリスの原則は制
限されつつあるJ，r裁判所によって強行される法の支配は，わが憲法が基づ
く窮極的な統制的要素であるJ(この後で， Steyn議淡では引証されていないが，立
政院務総が，本 1:訴を進んで審殿しそれについて'!U決{e下そうとしてきたという事実
{ふ裁判所が協会のJ_L法 i二の主権のおl約0AJjらかにする際に演じるべき役割をもっている
ことのもう一つの徴絞であるj とするc)，r障会主権{ふ不条理なあるいは受け入
れられないものであるので大衆全体がそれを法として承認することを?拒絶す
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るような立法が制定される場合には，無意味な涼則であるJ16)， し
また，間判決において BaronessHaleの傍論が， r裁判所は， 1臨人の諾権
利に影響合与える政府の行為なあらゆる可法部による審査から取り絵くこと
によって法の支配念宣言壊させようとする試みを格別に疑いの自そもって扱う
であろう(拒絶することさえあるかもしれない)J と述べたことが引証され
，。
こうして， Steyn講演は， Lord Hopeおよび BaronessHalε が f盟会至高
性は，例外的状況においてi去の支記に譲歩しなければならないことがありう
るj という見解をとったことに詮自すべきであると評する c そして，間判決
において LordSteyn自身は，次のように述べた。
fわれわれは，連合王留において， f言じがたいことに法務総裁が主張する
ような統制のない憲法 (anuncontrolled constitutionlをもっているわけではな
い。ヨーロッパの文脈において第二の Factortame事件判決がそれな明らか
にした……。 1998年スコットランド法に含まれた解決もまた，分割された
主権 (adivided sovereignt)うな示している。さらに， 19持年人権j去によって時
内に編入された ECHRは，新たな法的秩序 (anew legal orderlぞ創設した。
ECHRは，伝統的な類型の多国間条約と開花されてはならないc そうでは
なしそれは連合王国に，他混との罷係においてではなしその管轄権内の
すべての個人に対して基本的権利を保護する義務を課す法的秩序である。盟
会主高性の涼壊について Dice¥'によって行われた古典的説明は，それは純粋
かっ絶対的であったが，今日，現代の連合王罷においては場違いのものであ
るとみなすことができる。 にもかかわらず，国会主高性は，なおわが憲法の
一般的原期である c それは，コモン・ローによる構成物である。裁判官が，
この露出を剖造した。もしそうであるならば，裁判所が，立憲主義の奨なる
仮説 (adifferent hypothesis ofωnstitutionalismlに基づいて，確立した原却を制
限しなければならないような状況が生じうるということは考えられないこと
ではない。司法審査あるいは裁判所の通常の役割合廃止する試みを伴う開外
的状況においては，露族院上訴委員会あるいは新たな最高裁判所は，それが
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愛想、のいい庶民i誌の要請を受けて行為する主権的開会でさえ廃止することが
できない憲法上の基本的なものい constitutionaJfundamenねじであるかどうか
検討しなければならなくなるかもしれないJ(問点は原文)18)，と。
そして， Steyn講演は， r致府が，たとえばう年任期の国会，通常裁判所
の役揺，法の支配およびその他の同じように基本的なものなど，わが立憲民
主制 (constitutionaldemocrac¥')の基本的諸原期を勝手に書き替えるようなこ
とを試みる場合には， JaCkSOI1事件における傍論が援先される可能性があ
るj とする。すなわち， rそのような例外的場合においては，法の支配が国
会至高性よりも勝るということになりうるJとするのである。
(2) Bingham講漬「法の支記と国会主権J(2007年)川
si出11宅咽glゆham諦演{は比立ふ， rわが5窓き託u法去体制 (cω0附山
徴j として， r法の支記jへの関与および留の至高の法制定権として f国会
における女王j をポ認することを?あげ，前者の rj去の支配jへの支持は，世
界中のリベラノレ民主制と広〈共有されるものであり (ECl-I以前文， Eじ条約 6条
1 J'i)， 連合王国の制定法においても示認されているが (2005'1:滋法改小松
CConstitutional Reform Act 2005] (ま， r第一部法の文言己 としたハただし， il:の支配J
について定義はしていない，)，後者の密会主権は，イギリス独自のものであるこ
とを指摘する。その上で， しかし，近年， r国会主権は， ?去の支配と共存す
ることができるかどうかj そ疑問視する見解が有力になっており 20)，r国会
は，至高のものではない，あるいはもはやそうではなしいくつかの状況に
おいて，裁判官比国会の権威なしに，より高次の，基本的な法 (ahighcr， 
fund‘lmental law)あるいは法の支配それ自体に反するが故{こ，ある制定法は
無効でありいかなる効果も有しないと主張しうることが示唆されているj と
する。
したがって， Bingham講演は， r法の支配と盟会主権Jの関誌をとりヒげ
て， Steyn講演が扱っていた近年の有力な見解の傾向を批判的に検討しよう
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イギリスにおける務権利率典i品]i認と?災::tí!llj，法の文言己および淡判l~rの役割j
としている。
Bingham講演は， r?去の支配」は，政lf1自身が法{こ従わなければならない
ということを?意味するが， しかし，それだけでは十分で、はなし「普遍的に
受け入れられた権利・告白のカタログは存哀しないとしても，人間としての
存在ということのみによって基本的とみなされる一定の権利・告白について
リベラノレ誌主制箆家には広範な合意が存在するJ(19守8tFJ、権法によってその多
くに国内法的効力全与えられた， ECl-Rが災体化ずる権利が例示される。)とするつ 5: 
た， r~去の支配と民主制との n喝の連関j に
念の中心に存するj とする。
L， r民主棋は，法の支配の概
このようにして， 13ingham講演は， r ~去の支配j についての理解剖彰らま
せようとする近年の傾向にみられるように， n去の支配jは核となる人f権守
合むとするだけでなく，民主制をヰ:核に有する概念として理解しようとして
いることが指摘される21)。その場合，民主訴の意味するところは明らかで
ないが， Binghamは， r去の支配jは，民{こ法に従うよう要求するが， そ
の見返りとして，市民はそれによって拘束されることになる法律について発
を有することを要求するということのみに言及している。
続いて， Bingham講演は，国会主権は 8文字によって表現されるが C¥Vhat
thc Queen in Parliamcnt cnacts is 如、九
であることが意味されるわけではないc ……国会主権の原員uが意味すること
は，民i会は，連合王i認において，いかなる立法上の援越者をも有しないとい
うことであるj とする c
そのヒで， rl~会主権は， もはや絶対的ではないj とする を?とり}二(f
て，その議論を支持するためにあげられる三つの部 (1972i[O EC JJUI~L法 [Euro-
pc乳nCommunities ActJ， 1998 {f~ 人権法， 19ヲ8;[0地域的分権法 CDevolutiOI1ActsJ) に
ついて， rこれらの例はいずれも，ウエストミンスター国会の立法権の抑制
ミナ伴うが， その持部(ま，少なくとも理論的には， それをナ廃止する権践を維持
しているクエストミンスター国会の明示的権i援によって効果を生じているj
のであって， r国会主権{ふもはや絶対的ではないj とする議論を支持する
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ものではないとして，上の三つの例について逐一反論する。その反論のf9lJを
19持年人権法についてみると，立法許爾案を子明確に述べたものとして「政
府白書jが引証される。
「政府は，裁判所は， ECHRと一致しないという理由に基づいて，過去の
ものであれ将来のものであれ，第一次的立i去を破棄する権限含有するべきで
はないという結論に達したc この結論は，政情が国会主権に重要性~置いた
ことから生じるのである。この文脈において，盟会主権は，国会はそれが選
択するいずれの事柄についてもいかなる法であっても制定する権限を省し，
裁判所は定立されるいずれの国会制定法の効力を疑問視することはできない
ということを意味するJ22)， と。
Bingham講譲は，こうして，裁特所は， 1998年人権法{:>適用する場合，
f きわめて明確な，まったく民主的なマンデートJ23)と呼ばれるものを有し
ているが，それは， i罰会からのマンデートであり，国会における女王の至
高の立法権を躍すようなものではないJとする。
そして，先の Stevn講演でもとり上げられた Jackson事件に関する貴族院
判決における傍論に言及し， とくにそこで「国会主権は，コモン・ローによ
る構成物であるJWとされたことに反対して， i国会主権の原則は，この出
においては基本的なものとして添認されてきたが，それは裁判官が発明した
からではなくて，数世紀のj習わが憲法システムの運用に公式に関わった裁判
官およびその他の者によってそのように受け入れられてきたからであるj と
して， i裁判官は，自身でその原則を確立したわけではなしそれを自身で
変更することはできなしづとする。
その上で， Bingham講演は， iわれわれは，法の支配に献身的な社会に住
んでいる。そこでは，面会は，限定された自ら課した制約に関することを条
件に，自ら望むように立法する権援を有する。それ故国会は，法の支記念侵
る方法で立法しうるのに対して，裁判官は，王国の法律および慣行に
従って正義を運用する憲法上の義務と矛盾なし明確に表現されているなら
ば，そのような立法に効果を与えざるをえないのである」と結論する。
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先の Stevn講誌は，この点に関わるものであった。それは，今日のイギリ
ス民主総の現実が f選挙独裁j となっており， 1罰会が法の支配および基本
的権和を侵害するような方法で立法することができるj ことそ問題にしてい
た。 singham講演も， 1より明白でない方法で法の支配を設害する立法を想
録することはまったく閤難なことで、はなく，憲法は，理想的には，大きな説
緯のみならず小さな脱線に対しでも保護を与えるべきであるj としつつ，
「名誉革命によってわれわれに伝えられた憲法体制の下で，実質的な保護措
躍は，王冠，貴族および庶誌がそれぞれ強力な独立のプレイヤーであり，そ
れが法となる以前に立法に対して陪意そ与えるべきであるという要求によっ
て与えられたj とするのである c しかし，この内，王冠の立法上の役割の減
少および貴族院の立法上の権限の制限ということから， 1選挙独裁j につい
ても触れて， 1わが怒法体部{ま，平衡をケ失ったものとなり，成民設の明確な
多数派によって支持された立法(たとえそれが例外的に法の支記を侵害する
ことになるようなものであったとしても)合抑制する権隈は相当弱北したj
とする。そして，今後，慾法のあち方を検討する際には， 1去の支配jおよ
びその盟会主権との関係が重要な問題となるのであって，それにまともに対
面するならば， 1イギリス人の政治的才 (politicalgenillS) (ふ確実に解決を見
出すであろう j とする c Stevn講演も， 1たとえそれを考案することが現実
的であったとしても成文憲法典は必要だとは沼、わない。必要とされる適応は
わがプラグマティックな伝統によって調達することが可能であるj としてお
り， singham講演の結論にみられる思考法もまた，イギリス憲法の発展が
その f柔軟性jにより，プラグ、マテイズムの伝統に基づくものであり，ある
いは「革命J(revollltion)ではなく「進叱J(evolution)の過程として特徴づけ
られるなどとされてきたイギリス的文脈{こ賠出しているように居、われる c
3i 
2 イギリス憲法の行方
「政治的憲法から法的憲法へJ
Bingham講演は， Steyn講演でも扱われた Jackson事{午に関する貴族院判
決における傍論にみられる ri去の支配と国会主権Jの関係についての「同僚
の見解が正しいと受け入れることはできないJとしてその見解に反対するも
のであったc 間判決において， Steyn講演では引証されていなかったが，
Lord Bingham自身は， rイギリス憲法の基本原則は，国会における王冠の
であり， 1911年においてもそうであった。……当時，今日と同様，
l司会における王冠は，向らか特別保障されたあるいは法典化された憲法化n
trenched 01牟 coditiedconstitution)によって制約されていなかった。出会におけ
る王冠は，望むようにし、かなる法律でも制定しあるいは廃止することがで
き，正式に盟会制定法として定立された制定法は，最高の法的権威を享受し
たJとして， Eじの加盟隠iであることによって生じる相違はさておき， 1911 
の時点、での国会主権原理と今日のそれとの悶で何ら相違はないとし
八.V. Diceyによって定式化された国会主権原理は， 1970 年代以降，政治
的および法的な「挑戦Jをさまざまに受けて今日に至っているが(災際{こは，
回会主篠原潔に7りする「挑戦Jが「滋法改禁j論談の大きな姿国となっており，かつまた
その f挑戦jへの対応が「慾法改革j論の内容にもなっている c)， その主要なものは
次のようである 第一， 1972年 EC加盟法すなわち連合王国が EC(五じ)
の構成田となったことから生じるものでありは γSecretll)'o( Stnte for Tml1sport， 
ex parte Fnctortlllllc (]¥io 2) [1ザ91J 1八C 603.)，第二，イギリスの患臨法上の義務
およびグローパリゼイションの現実が開会主権の実誌との作用宏事実上抑制
することがあるということであり，第三，日開年人権j去によるものであ
る。このように，国会主権原理に対する f抑制釦は， r現実的かっ相当なJ
ものとなっている。しかし， これらとは部{留に存する「挑戦jで重要かつ見
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逃すことのできないものは，第四，コモン・ロー・ラディカリズムなどと呼ば
れているものであるお 3 これらの内，最後の点について部単に言及してお
くことにする。
すでに別稿で， しばしば引証される LordWoolfの法廷外の発言につい
て， r法の支記は，強fヒされるべきである。すなわち，裁判所は，法の
のみならず権利さらには民主主義自体さえの保護者として見られるべきであ
り，執仔部を法の支配に崩せしめるという概念は，援会1ft去の支記に様せし
めることにも拡大されるべきであり，そして，裁判所は，主題にかかわらず
致治の惑を正すために介入することにますます大組であるべきであるj とす
る点で当時騒語的に発設するその他の裁判官と[大体問…の方向性jをもっ
ているとする分析に言及したことがある剖つ
今日，この「方向性jにはさらなる f質的変化jが生じているとされるc
すなわち， Jackson lこ関する:立族読判決における傍論にみられるアブ
ローチの仕方は，一方の LordSteyn， Lord Hopeと，他方の LordBingham 
との閣で対照的であり， ri去の支配と国会主権jをめぐって支族i完裁判官の
問で昆解が対立しているが， このような見解の対立をァ前提に， Lord Stevn 
らの傍論について， rここで生じつつあるようにjSわれることは，法の
とi連会主権とのfl立の関需を移し替えようとする試みjであり， r少なくとも
何人かの裁判官は，閉会主権に対してi去の支配が縫越するという主張念行っ
ている j と指摘されるに去っているつまり今日， r?去の
に隠して生じていることについて， r裁判官は， i.去の支配が，
1f単に調停するということではなくて，国会主権に勝ることがありうるとい
うことを?熟考しつつあるという意味で，質的変化が存するJと評されてい
るコそして，この「質的変北jが意味することは， r裁判所は，立法を
の {こ一致するように 5解釈するj ということだけでなく， の支
と一致し損ねた立法の適用を拒絶するj ということだとされている30)っ
その場合，一つの大きな開題は， r法の支配jが確立された意味なもつもの
ではなく多義的なものであるということである日。したがって，裁判官が，
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r[~会主権よりむしろ法の支配が援先しなければならないJ と主張すること
は， r憲法原理としてのj去の支配の不確定な性質および明らかに拘束のない
範囲j ということからすると，裁判官自身の考えによってE司法権の境界を拡
プミする(場合によっては，縮小する)ことに通じる
Jackson事件に関する貴族読判決における LordSteynらの傍論は， r選挙
独裁jの現実において「ますます侵害的な国家および政治的支記カの不均衡
に対する反発Jによる「司法審査の展開における絶頂j公示すと評されても
いるが，その傍論の合意するところは， r多くの裁判官は，主権に関する法
(Iaw of 幼児reignty)念書き替える心構えをケしつつあるJ ということであり，
それ故「もはや国会は， wたとえいかなる法律であっても制定あるいは廃止
するJことはできず，裁判所が合法的すなわち合意的であると主張するよう
な法律のみそ制定することができるJということだとされるお)。
こうして，今日ますます有力になってきていると思われる一つの方向性
は，裁判官がイギリス憲法の法的基礎および基本的な憲法原則に与えられる
べき重みを決する権患を掌握しようとするものであり，この文献で Jackson
事件に関する貴族院判決における傍論をみた場合，そこで提起されているこ
とは， r民主制の最も基本的な問題jすなわち f誰が，窓法の保護者である
のかJ，r誰が，保護者は誰であるかという決定合なすべきfカつということで
あり，その選択肢は出会か裁特所かという形で存在していると整狸されるこ
とになる
ところで，イギリス憲法は， r政治的憲法J(the political constitution)である
といわれるが，さしあたりそれは，政治的過棋を通して変化が指示され争い
は立法で解決されることを意味する35)。これに対して，成文憲法典化の主
張は，解釈の行使として法的照諾で行われることで，憲法の変化をめぐる論
議の場を政治的過程から裁特所へと j罷き替えることを意図している。これ
は， r政治の司法北J(judicialisatioIl ()f politics)などと呼ばれ，そこでは多くの
権限，多くの信頼が裁判所に対して与えられることになる36)c 従来，成文
忠法典制定化をめぐってあるいはその形式いかん(符別保障をするか~か)に
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よっては新権利章典制定化をめぐってこのような議論が行われてきたが，今
日問題となっているのは，成文憲法典制定位の段階に至っていなくとも，
f法の支露出がその重要性およびその範囲の双方において発展しており，ま
たいくつかの要因が重なってすでに裁判所の役割・権限の拡大が生じている
ということである
司法的過程は致治的過翠でもあるといわれるのは，一方で，司法的過程は
政策形成に関わる場合があり，その過程で f裁判官のまさに一絞的なイデオ
ロギ一的傾向が役割を演じるようになるj ということが起こりうる審議行為
としての!注質を有しているからであるが，他方で， I司法的過器およびその
アウトプットではなし政府の抱の部門に対する抑制としてのその致治的イ
ンパクトおよび効果jに焦点を置いて， I裁判所は政治的機関であり，裁判
官は政治的行為者であるj といわれることがある別c その場合，裁判官は，
法制定行為に対する制約~課し，法によって付与された権限の行箆に対して
制約を課すという側面が強調されることになる。けれども，従来，国会主権
摂理の下では，裁判官は立法部に従属することが強調され，裁判官{ふ所与
の盟会制定法の解釈という役割を担い，コモン・ローによってきわめて大き
な法制定権限を与えられてはいるが，この裁判官の役割および権i授は，公
的・私的喜子関わず関会制定法によって支配される領域が拡大すればするほ
ど，重視されなくなったとされていた。しかし今日， Eむの構成留であるこ
と，基本的な権利の問題を提起する吉範な訴訟を決定することを要請すると
される 1998年人権法の制定あるいは中央政務と地域の権限との簡の境界線
に関する紛争を調整することそ要請するとされる 1998年地域的分権法の制
定が裁判官に新たな役割を与えたことなどを接接的要因として裁判官の権限
が拡大し， I政治の司法化jにおいて役割を演じる議会が増大したことか
ら，その位置づけが重要な憲法問題となっているのである刻。
以上みてきたような変位そ憲法の変化としてその方向性を全体的に把握し
ようとする場合， I政治的憲法 (thepolitical constitutionlから法的憲法 (thele-
gal constitutionlへj の移行という「われわれの時代のイギリス立憲主義にお
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ける最も深遠な構造上の変化jが生じているとみる見解がある制。それに
よると， r政治的憲法から法的憲法へjの移行に伴ってみられる展開は，次
の間つに整理される4l)コ第一，政治的責任および大臣支{壬の説得力が否定
され信頼を喪失するということ，第二， r~去の支記J を強化することおよび
裁判所の憲法上の役割を促進するということであり，この度開は， r法の
支配jの範囲七形式的には政治的で司法的判断に適合的でない争点を包
合するために拡大したこと(例，代 γSecrct{/ryo( State for the I-Iomc Departl11Clt， CX 
parte Firc Brigades Un附 1[1995J 2 AC 513など)，新たな韻擦のコモン・ロ-J:，
の憲法的権利を割造し(例，RγScretllアofStltC jin-the }-IoJllc DepartJllCII， ex plrte 
Lcech ('¥'02) [1994J QB 198， J(F Sccretlll')' of Statc _(or the I-IoJllc Dep{/l'tllelt， ex p{/rtc 
SilllS [2000j 2 AC 115)あるいは立法令通して新たな憲法的権利な定立したこ
と (19981j三人権法)にみられるということ，第一三，国会主権の継続する適切さ
を7疑うことは仰1thc Ilpplicatioll of jlcksOIl)γAttomc)' GCl1cral [2005J CKHL 56)，第
四，裁判所の憲法上の役割にはほとんど明舟な制約は序しないという一般的
な感覚に導くということであるつ
イギリスには以とのような への移行に反対するj初流も子F在
し，それと今日有力となっていると忠われる「法的憲法jへの移行合志向す
る潮流とが対立する中，また最終的決定権を設がもつのかについても裁判所
か!司会かの選択技が提示される中，いずれかではなくし、ずれもであるとする
見解も出されており，全体として論争的な状況が援関している
では，今日， r致治的憲法から法的憲法へjの移行が主張されまたその傾
向が現に生じつつあるのは詞放なのか。この点は，さらなる検討を要する論
点であるとしつつ，一つ示唆されていることは， rw民主制Jではなく 5権
利Jであるとする見解jに反対する議論が行われたのは，二大政党患のイデ
オロギー的対立が激しかった時期j，あるいは裁判官が悶会による持者進的立法
に対する障害とみられていた時期であったとすると，今日そうした講[~I は大
きく変わったということである。すなわち，新自由主義とグローパリゼ、イ
ションの時代に社会民主主義は退潮lし， rコレクティグイズムに対するリベ
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イギリスにおける新権利蕊災烈題と if主主制， i去の支配および談、戸1J1'iの役割j
ラリズムの，平等に対する自白のイデオロギー上の勝利」がそのことを象徴
し，裁判所が閤会の漸進的立法によって確立された社会的・経済的権和の
施の障害となるという構閣ではなしたとえば政n守が人びとの自由な移動か
ら国境全保護しようとする結果，あるいは「ヲ・lJ以後の政府のテロリズム
対策の結果などから生じる市民的・政治的権利の器等に対して，その保護ミァ
裁'fU所に期待するという講図が有力になっているということである制。
f致治的憲法jは， rイギリス詩:法の核心的要素が，裁判所のような法的諸
制度によるのではなく出会のような政治的諸制度によって管理されるj凶こ
とを意味するのだとすると，イギリス憲法は， r柔軟性jあるいは fプラグ
マテイズムの缶統J{e背景に国会主題原理を核とする構造になり，その
下で， I選挙独裁j に対する抑制を裁判官に期待するという場合， r選挙独
裁jに対する抑制の必要性と裁判官は選挙されていないこととのバランスを
問題にするあるいは端的に司法権の拡大に反対するということについて，さ
らには，市民的・政治的権利の保護につき具体的事例ぞ取り上げて裁特所判
決の不十分性・非一貫性の分析を通じて，国会部定法による是正の方向性に
期待するということについての「龍全な民主的理由jがとくに強〈根拠づけ
られることになる こうして，たとえば f法的怒法jへの移行合示すも
のと位援づけられる四98年人権法L 国会主権原理を前提にしてほかなら
必毘会によって制定されたということを想起することがとりあえずは重要で
ある制c これらのことをふまえて，二点の指摘をしておくことにしたい。
に，裁'I'U所が，以前はその管轄議の範閤を超えるとされた f政治的に
微妙な領域jに関与するようになる結果， Iイギリス護法において，より中
心的な役割j 会議じるということの効果は， r司法部と政府の能の部門との
f認の関探を作り替えるj ということであり 4iうその場合，そうすることの
「有効性，正統性および説明宣任 (cffとcti¥'eness，legitimacy and accountabilit}うが
関われなければならないとの指摘は重要であろう48)。また，裁判官の役割
の増大に対応するためだけでなく， r司法部と政府の他の部門との掲の関係
な支配する制度的編成における潜在的弱さjに対応するために司法部の独立
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i生を確保し強化するという観点から，大法官l践の改革，新たな最高裁判所の
設置および司法部の任命過程の再構築守主な内容とする 2005年憲法改革法
(CO!1st 
lこ，裁判官の役割!の拡大に伴い増大しつつある影響力に対する f真の解答
は，裁判官が非公式の反対派の役割~果たし，執行権限の濫用に対する n設ー
の抑制であることをナ求められないで済むようにするために，国会の衰退しつ
つある実効性全逆転させることにある」という指摘が重要である刑c それ
が達成できなければ，司法部の役割の拡大に伴う「法的憲法jへの移行は不
可避だという主張が説得力をもつことになるからである。
j主
1) 1ゴヰドでは，こうした議論の紹介・検討は，成能巡り「五I・ザ、ンダー ;八日ilofRighおじ
j去1寺48主 10~ラ(1976 "jo)によって始められた。イギリスでは， 30年以上にわたっ
て続権利市災制定化合めぐって議論が行われてきたc
2) fr持孝司 11998{!o人権法制定後の新橋手Ij祭典論J比絞法研究 70号 (2008年)133 
交，問 i1998"f人権法制定後における新たな後干IJ]~興市u定化論j 法Il~j 81巻 8号
(2009年)58 f[ もともと第三嫁!の新たな権利 ~I';'i:!I主制定化論議は， i9・llJの文w反
で， 2001"ド反テロリズム，犯罪および安全保開法(r¥nti-Tcrrorism，Crime and Sト
cunれ， r¥ct 20(H)のある規定が 1998"!:人権法によってi泣いi法的効力合与えられた
ECHRJ二のf主初公侵害することが1号j混となった BelmarshlHf'l今に|刻する1'1:I[;~I~，;判決
(後注 12))会めぐって生じた執行府と裁判所の問の衝突などをと契機として展開され
た(ここでみられた 1998年人?を法'eめぐる政治的緊張について， p， Norton，マhe
Constitution'， inr¥， Seldon ed" Blair's Britail 1997-200えcじ，Pけ 2007，pp， ll7-ll8，) c 
なお，小論l立，倉t寺孝司「イギリス行部去改革j と裁判所j松井主幹夫編著 5変化
するイギリス慾法(敬文主主， 2005年)240交のいわば総編として佼近づけられるも
のであり， 12009年度南山大学ノえッへ研究奨励金 I-A-2Jによる研究員文楽のー郊であ
Qc 
3) 労働党が，それまでの r}!~法(こ隠する保守主義J (constitutional conseれ'atism)
から転換し保守党政権{こようやく終止符念行ち久方ぶりに政儀{こ復係した 1997"jo 
以降，プレア労働党政擦が実行してきたプログラムの丞裂なお:となったのが r;益法
改革jであったことから「ブレア滋法改1むと呼ばれることがある c ただし， BlaII 
自身は「慾法改革J(こ熱心であったわけではないといわれている(災orton，ぬove
n.2， pp，121-122')，この f慾法改2引をイギリスj益法st:においてどのように位i置づ
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イギリスにおける務権利zit奥指Ji認と If主主制，法の支配および裁判'g'の役割j
げるかは論争的検討課題となっているが，現If寺点、では未だ末終定な郊分が多い。?ブ
レア送法改革'-Jの溺期性についても，災行された改革項目の多くはそれぞれ前史が
ありそれらを主駁してきた担い手も各援に孝子在したのであち， さらにまた「ブレア
議法改1fiJ以前のj益法が滋慾約であったというわけでもないことから評鰯は分かれ
る。…絞{こ， fブ、レア慾法己主務j，こは青写真がなく，実行されたぎ法改革jの項目
を…つひとつとち上げてみればそれぞれき1~なものだということになろうが.全体
としてイギリス慾法イどどこへ塁手こうとしているのかは不明であるなどと批判されて
いる合小稿は， Iブレア主主法改革J(こ限らず‘ l守70年代以降のイギリス益法Jの
「変議j念念頭lこ泣いている
4) イギワス去への外務的法的影響力の導入の繭期性について， E. Wicks，ηle El'O-
lltiol1 O( a COl1stitllIOI1， Hart Publishing， 2006， pp.125-129. 
5) Lord Steyn，‘Democrac)'， the Rule of Law and the Role of Judges'， [2006] E.H.R.L.R 
3， pp. 244-253. 
6) Hailsl五1111，171C Dilcl1ll11a of Dcmocracy， Collins， 1ヲ78.
ニブミ政党の対立<e前挺{こした労働党政?復基主将としての f選挙独裁jへの対応策の
一つが元々の成文?益法典{との主張の慾畿であるということであれば，その笈l認する
ところは， ~U=$fの労働党政権による国有化などの溺遂fl'J政策{こ対する成文慾法典に
よる議1 :ムめであるという諮問になる 3 したがって，成文?訟法典制定化反対論{ふ
右の f議止めjの然守的機能およびその If:如上めjを実際(こi盗用する裁判官の保守
性全線拠とすることになる().人G.Griftith， Politics of JlIdiciary， 5thば， Fontana， 
1997.)0 
なお，本文中の議席数は， D. Butler <lnd G. Butler，βritish Politicallィ日ctsSil1ce 19i9， 
Palgrave， 2006， pp.l07-109. 治大議席数が生じた 1997 年における主要三党の 1%J!JJ~
Z久獲得議席数は，労鈎党 43.2ち{" 419議席，保守=党30.7(Yc" 165議席，自由E毛主友
義党 16.8%，46議席で， j交索Eねま71.5%であったc
7) ブレア慾法改溶J(こ関して，災行された改箪項目について段階分けをする見方が
ある 3 それによると，いわば大文字の f慾法改革j項白として，選挙制度(比例代表
制への移行か否か)， fil家システム(瀬一国家か連邦l謁霊祭か)，訟法ci.去五社化か::&か)，
中文学の li玄法改革j として，人権法制定， li1;匂裁判所総設，情報自由法制定ラ池
滅的分後法秘主主，小文字の i:;ぎ法改革j として，現行制度あるいは俊行などの部分
約修.iEがあげられる (MatthewFlinders and Dion Curry， 'Bi恥constitutionalitv:L' 11-
r託velil1gNew Labour's Constitutional Orientations'， Parliamentary Affairs， Vo1.61， 
災0.1(2008)， p.99.)。このさ妥怒によると， fブレア慾法改革Jは，中文字の選法改
奪三Jr長自にとどまり，従来の f訟法改務j議においてや心的議題として鎚起されて
きた大文乎の f慾法改事j項目lこは及んでいないということになる。ただし，向笠
濯においても，君::i::ijlJの問題は佼鐙づけがされていない。
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8) Iウエストミンスター・モデ/レJ(こはさまざまなニュアンスがあるが， ここでは多
数派支配モデ/レという怒I泳になる 1まi式的には， それが[選考詳独裁Jという現災
になっており，サッチャー{泉守党政tlinずでその{民[f司はさらに遂行し， Iブレア送法
改革j もそうした駁突の己主事(こは1えんでいないことから(それどころか， i'iキおおよ
びその閥辺のiHUliへの権力の集中:まますます別大してきてヰゴり，それは fソファl改
Jfif (sofa gowrnment) Jなどと 1子(iaet，こ [D.Kavan乱gh，'The Blair Premiピrship'，in 
Seldon ed.， abo¥'c n. 2.) 0)，絞'l'U1'iの役匁lの拡大への期待がiだまり、裁判官自身のや
にそうした期待{こ応えようとする動きが攻れた合そうすると，それは選挙によらな
い f司法支配制J(juristocracv) (こ通じ，民主制との関係いかんという論点をと捉え:ー
するという状況がイギリス約文脈におL 、てg:じかっ ill~な論争点となっているとい
うことが小穏で綴鋭したいことの主主点である。 i恕巡して，愛敬浩二:rイギリスぷ
法改2むと慾法議iZ命の動的Jt公弁学夫編箸・前掲注 2)47頁は，立滋主義とt1(je.1e
3主i という観点から近年の学?訟の動向を放っている c また， f;去の支配Jについて，
防庁j去の支記JIfj考…益法学の主主点から……J社会科学研究 56巻 5=6-0ト(2005
年)H[‘ I対 73Iiぷ友達実， {:去の支配， コモン・ロ -J 愛敬治二{也綴毛~ nJH~立志主義
の認識とゾミ銭(日本評議主1:‘ 2005 五t~) 9 J[，成fib丞!以上i二地;去のパラドックス
イギリス法研究，ぼ叉:と!ぷ|井u(日本評論社， 2010年)230 FL 
9) 儀;fJ分立は， 1ヲ98"ド人 t1W~以前{こは政治的関念:であって司法的に実行可能な準1!U
ではないと fjo:ぼづけられていたが，ドiH去の一つの効果(ふ裁判所に権力分立合法的
政IリとしてすH子するよう主主!!みすること fことさ7，e.:s(c. TLl牟pinand ，-¥. Tomkins， 
British GOl'emI1lCi1t日i1dthc COlIstitutiol， 6th ed.， C.U.P.， 200i， p.110.)， 
10) R (Ai1dersol1) l' SccrctmアO(Stilte for the HOl1e DCpilrtlllC/lt [20021l'KHI. 46. 
本件においてー 1998千[o人権法ーによって医内法的効力企fjえられた EClIR岳会ミ 1.f!'I 
は， r lfU茶色の採の決定j において，法律で設i訂された独立のかつ公平な1&:j'IJi1Ji'J 
による公蕊かつ公聞のi船長]を受ける権利金保苅するか， r泣 Jfリ干11均j の設主主は 1刊の I~J:
合行為であり執行府の構成員によってではなく 「独立のかつ公平ーな裁判所j によっ
て実行されなければならないということが争われた。 LordStevnは， r 司法 l~ii と政
府の3立法部門・執行部門との!討の権力分立は，わが絞治システムの強力な絞I日であ
る。日…それは i司法務の独主主性，正義へのアクセスおよび法の支配という jぷ去 J~
の諸原則によって補強されるj と述べた (para.39)ε
11) RγSecretilr)' of Stilte for the HOl1c DepilrtmCI!l exp. Leech (入:0.2)[1994J Q.B. 198. 
12) A l' Sco凶 1)'of the Stilte for the 1-lolle Depilrt!lCIl/ [20041じKHL56 
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ヌド'[IJiたについて，初IJチH往… f文¥jテロilil司と不文総({去の?変動訂:的支潔論研究会総
7主主;去の変動と改滋|問題(敬三%:1iL2007 "fo) 127 l~L 封切大地「イギリス立1伝統の
人判決(こ関する一考祭j総合政策論集 6巻 1-'i子 (2007年) 1691'Lお野主主之 f反テ
11ワズムj去における安全保隙と人権JjI:iIlifti'i法学 311~~. (2007 iF) 43 l'I，小松治
イギリスにおける新権利子iO寺院Ij}怒と ir己主総，法の支配および裁判官の役割j
fイギリス Fテロリズムj法制の現状とl告j題点j森英樹綴喜5F現代慾法における安
子合 (1二1;本語手言語主主:， 2009有o)246 j~Ïo 
13) ペl'5ecretm)' of the 5t日付forthe HOl1c Departmcllt [2004] UKHL 56， para.42. 
14) R (01 tlze applimtiol1 of Jackso!1ハ'ペttomcyGC!1cral [2005] UKHL 56‘ 
本判決について，岩切大地 f慾法の危機・仮定・対話………イギリス資族統のジャ
クソン判決:こ関する一考察 j稔合政策総MU巻 lーサ (2008年)131 JL 
15) 法案段階で問題となったお]法審査鈴徐条項について， f根本約にi去の支配と奴紋J
するとの Woolfの指摘について‘ Lord¥ヘ'oolf，‘TheRule of Law and a Change in 
the Constitution'， CL]. 317 (2004)， pp.328-329. 
16) R (01 the applicatiol1 o( Jacksoll) l' Attorllcy GCl1eral [2005] UKHL 56， paras 
104-107. 
17) R (01 thc日pplicatUl11of Jacksoll) V ぺ110mり• GCl1cral [2005] UKHL 56， para. 159. 
18) R (01 t!c appliωtiO!1 of JlcksOl) l' Attomey GCllcral [2005] UKHL 56， para.102. 
ここで言及されている[分割された主権j あるいは f新しい法秩序jが何そ窓
i討とするのかは明らかではない。また， I~;J会主権際環が fコモン・ローによる構築物j
であるとの見解については， Bingham flí~ilìlでも批守'IJ されているが(後注 2m ， 検討
を姿する妥受itJ論点である(八.Bradle)なThe50vereignty of Parlial11ent - form or 
511bstanc亡と inj. jowell and D. Oliver e正Is.，Tlzc Clll1gi!1g COl1stitutio!1. 6th ed叶
O.U.Pけ 2007，p. 25.)。
19) The Right Honourable Lord Bingham of Cornhill，‘The Rllle of Law立ndthe 50¥'-
creignty of Parliament'， Commcl11oration Or立tion2007， King' s College London， 31 
Oct. 
20) ここでf2i'2えされるのは，やおとして， 5ir Fransis Jacobs (The 5ol'creigl1ty of Law 
111c Europe日1H'ay， The Hamlyn Lectures 2006， Cじp，200i.)， V. BogdanolあるL、
:まT.R.5.All札口 (Lall' Liberty al1d JlIstice: 171c I.egll F01/lldatioll o( British CO!1stitl 
tlO1日lisl1，。じP.，1993.)であり， t&'I'I]'釘の法廷外l:の発言として， Lord Woolt~ 'Droi 
Pulヲlic-English 5tyle'， [1守95]PL 57 (in Lord ¥Voolf (cd. by (二 Cal1pbcll-Holt)， 
Tlze Plrslit o( JlIstic乙 O.じ.P.，2008， p.6ヲ.)， 5ir John Laws，‘Law and Domocracγ¥ 
[ 1守95]PL 72岨である。
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